
（単位：十億円）

前年度 令和6年度 増△減 前年度 令和6年度 増△減

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 12 14 2 未払金 4 4 0

たな卸資産 2,121 2,143 21 保管金等 5 7 2

未収金 8 8 △ 0 賞与引当金 143 150 6

前払金 2,052 2,131 79 退職給付引当金 1,803 1,822 19

有形固定資産 その他の負債 0 0 △ 0

　国有財産（公共用財産を除く） 9,993 10,942 949

　物品 2,886 3,036 150 負債合計 1,956 1,985 28

無形固定資産 24 25 0 ＜資産・負債差額の部＞

その他の資産 1 0 △ 0 資産・負債差額 15,144 16,318 1,174

資産合計 17,101 18,303 1,202 17,101 18,303 1,202

 業 務 費 用 計 算 書 （単位：十億円）       資産・負債差額増減計算書 （単位：十億円）

前年度 令和6年度 増△減 前年度 令和6年度 増△減

人件費 1,975 2,064 88 前年度末資産・負債差額 13,937 15,144 1,207

退職給付引当金等繰入額 266 304 38 本年度業務費用合計（Ａ） △ 6,092 △ 7,536 △ 1,443

補助金等 194 209 15 財源合計（Ｂ） 7,157 8,560 1,403

委託費・交付金等 66 68 1 　租税等財源 7,055 8,462 1,406

庁費等 606 1,583 977 　その他の財源 102 98 △ 3

装備品等購入費 69 406 336 無償所管換等 78 △ 16 △ 95

修理費等 1,418 1,734 315 資産評価差額 63 166 103

減価償却費 1,421 1,104 △ 317 本年度末資産・負債差額 15,144 16,318 1,174

資産処分損益 46 27 △ 18 （参考）（Ａ）＋（Ｂ） 1,065 1,024 △ 40

その他の業務費用 27 32 5

本年度業務費用合計 6,092 7,536 1,443

            区分別収支計算書 （単位：十億円）

前年度 令和6年度 増△減

業務収支 - - -

　財源 7,161 8,566 1,404

　業務支出 △ 7,161 △ 8,566 △ 1,404

財務収支 - - -

本年度収支（業務収支＋財務収支） - - -

資金残高等 12 14 2

本年度末現金・預金残高 12 14 2

※単位未満については切り捨て表示

防衛省　令和6年度一般会計財務書類の概要

貸　借　対　照　表

（貸借対照表）

有形固定資産

　国有財産（公共用財産を除く）

 土地 4兆5,142億円　（　 1,683億円）

 建物 1兆1,825億円　（　　 189億円）

 工作物    7,373億円　（　　 589億円）

 船舶 1兆2,906億円　（　　 262億円）

 航空機    8,571億円　（△ 　523億円）

　物品 　3兆369億円　（　 1,504億円）

１．貸借対照表

（資産）

有形固定資産 1兆998億円

前払金 791億円

たな卸資産 215億円

（負債）

退職給付引当金 195億円

賞与引当金 68億円

２．業務費用計算書

装備品等購入費 3,365億円

　会計から約37億円の交付金を交付している。庁費等 9,776億円

３．資産・負債差額増減計算書

資産評価差額 1,031億円

本年度業務費用合計と財源合計との差額

（左記(A+B)により算出→企業会計の「当期純利益」に相当)

1兆247億円

４．区分別収支計算書

財源 1兆4,046億円

業務支出 △1兆4,046億円

主な科目の内訳

（カッコ内は前年度からの増減額）

主な増減内容

１．作成目的

　　防衛省の一般会計の財務状況を開示

２．作成方法

　　「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成

３．各財務書類の表す財務情報

 （貸借対照表）

　　資産及び負債の状況を開示

 （業務費用計算書）

　　本年度に発生した費用の状況を開示

 （資産・負債差額増減計算書）

　　貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年

　度末資産・負債差額の増減を要因別に開示

 （区分別収支計算書）

　　歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に

　開示

・所掌する業務の概要

　　我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つ

　ことを目的とする業務を所掌している。

・定員数

　　268,410人（令和6年度末定員）

・主な財政資金の流れ

　　防衛省に属する特殊法人としては、独立行政

　法人駐留軍等労働者労務管理機構があり、一般

　会計から約40億円の交付金を交付している。

・歳入歳出決算の概要

　　令和6年度歳入決算額・・・約1,038億円

　　令和6年度歳出決算額・・・約8兆5,660億円

①公債関連情報（仮定計算により算定）

　公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等

　を基礎として配分される本年度公債残高 94兆

　7,655億円、本年度公債発行額 5兆4,279億円、本

　年度利払費 6,136億円

省庁別財務書類について

防衛省の業務等の概要

参考情報


